































途上国の生産者から直接産品を買い取る取引の総称のことである（池上 2004: 4, 長坂 
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 その多くは、政府とは異なる比較的小規模な民間団体によって行われており、2010 年に




































もこの時期であった（Zadek and Tiffen 1996: 48-53）。「市場志向」とは、人々に倫理的な観
点から訴えるだけではなく、消費者の期待を内部に取り込むことによって商品をデザイン
し、より多くの顧客を獲得しようとする志向のことである（Raynolds 2000: 297, Taylor 2004: 









は、小売業者が 25%、荷主および焙煎業者が 55％、輸出業者が 10％、そして生産者が 10％
である（Ransom 2001=2004: 63）。 
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129, Wilkinson 2007: 219）。こうした市場志向の台頭に伴って、フェアトレードが大衆的販
売チャンネルにおいて流通していく傾向は「フェアトレードのメインストリーム化」（Low 





























































Trade）である（Kocken 2006: 2）。 










 アメリカにおける慈善貿易の起源は、1946 年に始まる「メノナイト派中央委員会」（MCC: 
Mennonite Central Committee）の活動と 1949 年に始まるブレザン派の教会の活動であると




して、この取引を継続的に行うことを提案する。1952 年には、この活動は Overseas 
Needlepoint and Crafts Project として開始され、世界の貧しい労働者を自助支援しようとす
る活動として拡大されていくことになる。 
こうした MCC の活動が開始してまもなく、1949 年にブレザン教会の活動も始まる



















ァム）」（Oxfam: Oxford Committee for Fammine Relie）の活動がイギリスでの慈善貿易の起



















































































的な開発と自立を志向した活動へと転換していったのだと渡辺は論じる（渡辺 2007: 10）。 
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先進国間の思惑に左右されねばならなかった（川田 1977: 186）11。 
 そのような時代状況のなかで、1964 年には途上国の要求によって「国連貿易開発会議」
（UNCTAD）が発足した。UNCTAD のスローガンである「援助ではなく貿易を（Trade, not 
Aid）」は、その後も南北格差の解消の試みのなかで長く続く支配的な方針を形成すること
になる（外務省情報文化局 1977: 407-423, 斎藤 1982: 22）。慈善貿易から開発貿易へのシ
フトは、この方針の登場とともに生じた。オックスファムの例は、この開発貿易の特徴を
よく示している。 
 1964 年、Oxfam はこれまで続けてきた慈善貿易から、その活動を新しい位相に移したと
される（Nicholls and Opal 2005=2009: 27）。オックスファムは自らの取引活動を、途上国
の小規模生産者とイギリスの消費者の橋渡しとなるという意味でブリッジ・プログラム
（Bridge Programme）と名付けた。ブリッジ・プログラムの特徴は、単に途上国の生産者
から製品を購入するというものではなく、次の３つの特徴を持つ（Oxfam 1985: 194 -199, 
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体にアプローチするという動きも登場してくる（渡辺 2010: 37）。 
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 以上が 1960 年代以降、盛んに行われることとなった開発貿易の特徴であった。 
 
（３）連帯貿易（Solidarity Trade） 
1960 年代から 1980 年代前半にかけて、慈善貿易から発展したもうひとつの型が連帯貿














方法として開始されたのだとコッケンは論じる（Kocken 2006: 2）。 




















































































 1980 年代後半から 90 年代前半にかけて、貧困に関する問題化は新しい位相へと移行す
る。ひとつは 1970 年代後半から 1980 年代前半にかけて行われた「国際通貨基金」（IMF: 









                                                                                                                                                   
外の）１次産品の生産者に対する政策は、1976 年に UNCTAD の「一次産品総合プログラ
ム」が登場するまで、二の次に置かれてしまうことになった。 
貿易の型 （１）慈善貿易 （２）開発貿易 （３）連帯貿易
貧困の問題化 災害・社会事情 不均衡的経済発展 新植民地主義
目的 短期的な支援・救済 自助・収入創出の支援 対抗的経済圏の創出
手段 代理販売・仕事創出 能力開発・直接取引 連帯・独自流通













ム」である（Chossudovsky 1997=1999: 43-97）16。 





















 そうした状況の中、イギリスの ATO である第三世界情報ネットワーク（TWIN：Third 





























であった。ひとつは 1989 年に設立された「国際オルタナティブ・トレード連盟」（IFTA: 
International Federation for Alternative Trade）、もうひとつは 1997 年に設立された「国際フェ
アトレード・ラベル機構」（FLO: Fairtrade Label Organization）であった。 
かくして、1980 年代後半から 1990 年代にかけて、「フェアトレード」という言葉を旗印
として、それまで開発貿易や連帯貿易を行っていた様々な団体が結び付きひとつのまとま
りを得ることになるのである。しかし、1980 年代後半には先進国におけるフェアトレード





































帯貿易における商品も売り上げが伸び悩むことになった（Zadek and Tiffen 1996: 48-53, 
Raynolds 2000: 297）。そして、商品品質の向上と消費者のニーズへの対応という形でこの
問題を乗り越えようとする試みが見られるようになる。S.ザデクと P.ティフェンはこのよ






















（Cafédirect）と 1992 年に設立された「デイ・チョコレート社」（Day Chocolate）はその典
型的な団体である。近年、デーヴィス、ドハーティ、クノックスらによるカフェダイレク
ト社の研究（Davies, Doherty and Knox 2010）、そしてドハーティとソフィによるデイ・チョ
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 設立当初の出資の内訳はイコール・エクスチェンジが 25%、ツイン・トレーディングが










 デーヴィス、ドハーティ、クノックス（2010: 139）の図をもとに筆者が作図した。 





































and Knox 2010: 129-131）。 
カフェダイレクトの広報担当は、より多くの消費者を魅了することでしか、ネスレのよ





おいて５番目のシェアを獲得している（Davies, Doherty and Knox 2010: 140）。 













M.B.ブラウンは論じている（Brown 1993=1998: 294）。 
実際に、ブラウンのような考え方を持つ団体は、1980 年代から 1990 年代にかけては多
かった。というのも、多くの団体は 1960 年代から活動を展開しているいわゆる「老舗」で
あり、その根本的な思想を転換するのはそれほど簡単なことではなかったからである。後


































れることになる（Taylor 2004: 129）。 
また、フェアトレード運動の外部的変化の背景にあったのは、倫理的消費文化の台頭と
いう状況であった。1988 年、J.エルキントンと J.ハイレスの著書 The Green Consumer Guide





きないが、ともに 1980 年代後半から 1990 年代にかけて登場し普及した新しい価値意識と
みなすことができる。こうした文化的背景は、企業にとっては新しい商品カテゴリ創出の
チャンスを提供するものであったと同時に、対応しなくてはならない社会的圧力でもあっ
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 1978 年、イギリスにおけるウォルフェンデン報告『ボランタリー組織の未来』（Wolfenden 
Committee 1978）において、多様なセクターが福祉供給を担う「福祉多元主義」が提起さ




























された（Anheier 2005: 31）。また、それと同時に、従来から活動していた NPO に対する補
助金は削減され、活動の資金を自らの収益と一般の人々や民間団体からの基金に頼らねば
ならない状況となった（Salamon 1997=1999）。アメリカでも同様に、政府が NPO に公共的
サービスを非営利組織に委任すると同時に「事業収入」を中心とした運営を促す法制化が
進んだ（谷本 2000: 21）。 
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 イギリスにおいては、非営利セクターは VCO（Voluntary and Community Organization）


































度な環境複雑性に対処することが求められると言っても言い（Scott and Meyer 1983: 
142-143, DiMaggio and Anheier 1990: 151-152）24。P.コトラーは、NPO がそのような制度的
環境としての社会的・文化的価値を解釈し、かつ、その解釈された価値を説得的に提示す
る技術を「ソーシャル・マーケティング」と呼ぶ（Kotler and Andreasen 2003=2005）。 
 NPO がこうした自己統治の技術によって、財やサービスを戦略的に販売していくような
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W.R.スコットと J.W メイヤーは、教育や医療といった公共サービス部門においても、顧
客ニーズへの適応が組織において重要な位置を占めることを論じている（Scott and Meyer 
1983）。P.J.ディマジオと H.K アンハイアも同様に、NPO における意思決定がけっして制度













谷本は、「NPO の商業化」と区別される 1980 年代以降のもうひとつの変化を「NPO 的企
業」、すなわち、「NPO 的な志向を持った社会志向の企業」の登場であるとしている（谷本 
2000: 24）。G.J.ディーズ（Dees 1998: 56）によって、こうした企業は 1990 年代に「社会的
企業」（social enterprise）と名付けられる（藤井 2007: 94）。 
















本 2000: 24）、今日においてはその領域をより拡大していると言えるだろう。 
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 特に 1990 年代以降における企業の公正や倫理へのコミットメントは、制度的環境の圧
力への対処のために、すなわちどのように自らの活動が解釈されうるかというリスクのな
かで正当性を担保するために、文化的に影響力ある価値を戦略的に取り込むマネジメント
だと言えるだろう。同時に、それは一種の模倣的同型化（DiMaggio and Powell 1983: 150）
の文脈においてとらえることができる。模倣的同型化とは、因果関係の有無にかかわらず
影響力のある戦略を積極的に導入することによって、組織フィールド内に類似性が生じて
くる変化のことを意味する（佐藤・山田 2004: 232）。 
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26 FLO 認証ラベルに関しては別稿であらためて考察する。 
27
 アメリカのフェアトレード企業であった「ベン・アンド・ジェリーズ」は 2000 年にユ
ニリーバに買収され、大企業の一部門となる。また 2001 年には、イギリスのフェアトレー

























契機 補助金の削減 NPOの一部営利法人化 ニッチ市場の開拓
制度的環境への適応、認証
ラベルの登場
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